
　　　　　　　　　主　　　　文

　　　　　本件上告を棄却する。

　　　　　上告費用は上告人の負担とする。

　　　　　　　　　理　　　　由

　上告代理人大和重紀の上告理由第一点について。

　しかし原判決は、本件土地は被上告人が同人の経営にかゝる旅館の収益金をもつ

て自ら払下を受けたと認定判示して居り、右収益金が当事者のいずれに属するか明

らかでないとは判示していないから、所論民法七六二条二項を本件に適用する余地

はない。所論はひつきよう原審の適法になした事実認定を非難するものでしかなく、

採用するに由ない。

　同第二点について。

　被上告人が所論のような供述をしていることは記録上窺われるが、右供述がある

からといつて所論贈与の事実を認めなければならないわけのものではなく、所論は

結局原審の裁量に属する証拠の取捨判断及び事実認定を非難するに帰し、採用に値

しない。

　同第三点について。

　所論の原判示は相当として是認できる。所論は独自の見解に基いて右の判示を論

難するにすぎないもので、採用の限りでない。

　よつて、民訴四〇一条、九五条、八九条に従い、裁判官全員の一致で、主文のと

おり判決する。
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